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アメリカの国際競争力強化政策の比較検討

一一産業政策とマクロ経済政策の論拠一一

立
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I はじめに

石 岡1

アメリカの輸出競争力の強化のための政策をめぐって見解の対立がみられ

る。対立する両者ともアメリカ本土からの輸出競争力が低下しているという認

識では共通している。しかしアメリカからの輸出を再び強化するための貿易政

策および国内政策に関しては大きく対立している。

一つはミクロ政策，特に産業政策を重視する見解であるO 乙れは，外国との

競争により産業構造が変化したり，ある産業が世界市場で指導権を得ょうとす

る際に国家が保護したり，支援したりする見解である。具体的には産業的な連

関の多い部門への政府による支援，将来性のある産業に対する政府の支援，ハ

イテク産業に対する（技術外部性を見越した〉政府の支援などがあげられる。

特に技術革新力は競争力の決め手であり，産業聞に外部効果ないし波及効果が
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あるため， 国家は積極的な産業政策をとるととで貿易関係に介入するのであ

る。また，比較優位も日本や ANIEsにみられるように政策的な介入によって

左右できるものであるという認識が広まった。その結果，たとえばある分野で

得られた知識が他の分野に波及し，経済全体としての技術水準を引き上げるも

のならば，政府は技術上の優位に基づく超過利潤を生み出し国際競争力上きわ

めて重要な特定の産業を保護育成することになる。

もう一つはマクロ経済政策を重視する見解である。マクロ経済政策は全体の

レベルにおいて市場機能を効率化し，生産要素の蓄積を促すものといえる。通

常，財政金融政策だけでなく，教育や基礎的研究開発，さらに貯蓄優遇政策を

も含んでいる。特に財政金融政策は貿易関係に大きな影響を与えるものとして

重視されている。

ζの両者の見解の対立が意味するものは何か。両者の見解を！恒におって検討

していくことにする。

II 国際競争力低下と圏内政策

第二次世界対戦以降，アメリカを中心とした枠組みをもっ世界貿易体制は貿

易の自由化の推進とともに大いなる拡大を見せてきた。 1950年から1975年まで

に先進国の貿易額は年平均 8%伸びた。とれは各国の平均 GNP成長率（4%)

の約二倍に当たる。

しかしながら， 1973年一74年， 1979年一80年にかけて生じたオイルショック

をきっかけにアメリカ経済の大きさと競争力が相対的に後退し始めた。 1953年

から54年の期間と1979年から80年の期間を比べてみると， GNPに占める輸入

のシェアは， 4.3%から10.6労へと上昇した。さらに1980年から84年の聞に，

GNP に占める輸入シェアは， 11.4%から15.3；的乙上昇し，アメリカの競争力

は急速に悪化した。きわめて短期間のうちにアメリカの競争力の変化が生じた

のである。 1985年には，アメリカの貿易赤字は1,500億ドルに達し，そのうち

対日赤字は500億ドルを占めた。西ヨーロッパとの貿易収支も， 1980年の200億

億ドルの黒字から 84年には150億Fjレの赤字となった。さらに驚くべきととに
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アメリカの国際競争力強化政策の比較検討 -95-

は， 1986年以降においては，ほとんどの貿易相手国との間で赤字を記録したの

である。

との結果アメリカ経済の世界経済に占める比重は相対的に低下し，他国に一

層開放され，しかも競争力の弱くなったアメリカ経済は輸入品の影響を受けや

すくなり，他の国々は，アメリカ製品をあまり輸入しなくなった。貿易赤字と

失業率が増えるにつれて，アメリカ経済の競争力強化に関する議論が高まるこ

とになったのである。

1. 積極的産業政策による競争力強化

国家が経済発展のために計画的に介入するという積極的な産業政策は今に始

まったととではないが日本， ANIEsの産業政策の成功により，アメリカにお

いても高付加価値を生み出し，かっ，より大きな連闘をもっ特定の産業を中心

に比較優位を作り出し，競争力を強化して輸出主導型の成長を促進することを

目標とする産業政策が注目された。競争的で相互依存的な世界経済環境のなか

で，競争相手を追い抜くために，産業構造や技術開発面でより高い水準に達し

ようとする動きが生じたのであるo

2. 産業連関と製造部門の重要性

産業政策を正当化する動きはアメリカ産業のサービス化・脱工業社会論に対

応する動きの中，つまり産業構造調整の中にも生じた。アメリカ製造業の輸出

競争力の低下もサービス産業化・脱工業社会化の流れの中で生じた問題のーっ

として把握されたのであるo

サービス産業は歴史を通してアメリカ経済の重要な構成要素であり，その成

長を支えてきた。サービス産業は1840年には生産額でみると全体の38%，労働

力でみると21%を占めていた。とれは製造業の二倍であった。 19世紀中，サー

ビス部門は急成長を遂げ， 1900年には生産額の47%，労働力でも33%を占めて

いた。その後も成長は続き， 1970年代には生産額の62%，労働力の659ぢとなっ

ている。夕、、ニエノレ＝ベノレは乙の様な傾向を「脱工業化社会はサービスに基礎を

おいている。したがってそれは人と人との聞のゲームである。そζでは生の筋
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力あるいはエネルギーでなく，情報が主役となる」（1）と据えている。

それとは少し異なるが，コーリン＝クラークは産業を第一次・第二次・第三

次産業の三段階に区分し，一次から二次，二次から三次産業への産一業構造の発

展を統計的に指摘したω。しかしその第三次産業自体の内容については確聞た

る定義が与えられていなかった。とりあえず，農業・製造業のどちらにも属さ

ない産業や職業の寄せ集めに過ぎないものとされる。この様にサービス産業自

体の定義があやふやであるにもかかわらず，農業・製造業といった産業からサ

ービス産業への移行はサービス産業論・脱工業社会論では必然的な過程である

と見なされる。「工業社会から“脱工業”サービス経済への移行は産業革命後

の先進世界に影響を与える変革のひとつである。農業から製造業へ，続いてサ

ービスへと移行するアメリカ経済の進歩は自然な過程である。」ω

産業政策論者はとの様なサービス産業・脱工業社会を中心に構成されるアメ

リカ経済は競争力を大きく掘り崩すととになると指摘する。サービス産業，脱

工業社会のみの産業体制ではアメリカ経済は成り立ち得なく，他の産業との相

互補完関係の役割が重要であると強調するのである。

またサービス産業・脱工業社会の発達のなかで重要性を増してきているハイ

テクにアメリカの競争力を託そうとする動きがあるが，いかにその技術が最先

端で競争力を持つものであっても，それを生産的に投入する対象である製造業

と幅広く結び付かないことには，一国全体の産業は国際競争力を維持できない

と述べる。産業全体の連聞に注目したのである。つまり政府は他の産業部門に

投入材を供給する産業，連関部門の多い産業部門に対して特別な政策，産業政

策を講じる必要があると考えるのである。これは，連関部門の多い産業の成長

はそとで生産された財を投入する諸産業の発展を通じて効果を乗数的に拡大す

ることができるという考え方に基づいている。また後述する ζとであるが，乙

こで問題となっている産業はいわゆる最先端のものであり，技術革新が急速に

展開しつつある分野であるため，産業政策上重要な支援対象となっている。

コーエン＝ジスマンは「アメリカ企業は生産するととができないものについ

ては， それを支配することができないだろうj<4）と述べる。競争に打ち勝つ

ととができる生産能力の重要性を説くのである。これに加えて産業間の連関が
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大きいとと，国際競争力を獲得できるととが予想されるならば産業政策論者は

その産業を保護育成する正当性をもっというのである。以下では産業政策が積

極的に採用されるようになった論拠を具体的にみていくととにする。

コーエン圃ジスマンは“リンケージ”という概念を用いて，サービス産業・

知識集約産業と他の産業との聞の相互補完性を強調し，サービスおよび、ハイテ

ク産業のみが一人歩きすることのない，製造業との密接な関連の重要性を指摘

する。

アメリカ経済は全体として，サービス化・ハイテク化の方向へ進み，とれら

の産業のみが将来の主要産業となるとするサービス産業論・脱工業社会論に対

して，コーエン圃ジスマンは疑問を呈するoつまり，農業から工業，工業から

サービスといったサービス産業論・脱工業社会論によって指摘される産業のシ

フトは，産業間相互の連関の様式が変化しているだけであって，サービス産業

は他の産業と相互補完関係にあるので，製造業の後継者とか代用とかではない

と指摘する∞。

さらに製造業の中でもハイテク部門のみがアメリカ産業を支えるというR

&D専念型の見解に対しでも批判を加える。ハイテク部門へのシフトもまた

標準化してしまった部門からの完全にシフトしてしまうのではなく，それらは

相互補完関係を保ちながら変化しているととになる。ハイテクは通常，生産財

である場合が多く他の工業製品のなかで使用されるか，生産工程において利用

されるかするo また，ハイテクを利用することによって，製品のなかで高付加

価値が生み出されるのである。 R&Dも製造業と結び、ついてはじめて価値実

現がなされるのである。

1929年時点での農業への就労人口は全雇用の20労を有していたが，現在はほ

ぼ3%に過ぎないとダニエノレーベノレは指摘するo との雇用の減少は低生産性，

低賃金部門から高生産性，高賃金部門への移行でありサービス・ハイテクへ向

かう経済発展の過程の一つであると述べる。たしかに，より高い生産性水準へ

のシフトといった産業部門間シフトのプロセスに関する乙の見解は受け入れや

すい。しかし，乙の見解は混同しやすい二つの見方を生み出す。一つは農業部

門そのものからのシフト，もう一つは，農業部門からの労働力のシフト（土地
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－資本・技術等の資源を付加することによる労働生産性の上昇〕である。しか

しアメリカでは農業部門自体のシフトは生じていない。農業部門は海外生産

も，生産の縮小も行っていないし，むしろその生産量をかなり増大させた。す

なわち，アメリカの農業生産は（確かに保護政策による影響もあるが，それよ

りもむしろ〉資本・教育・新技術の投入によって低雇用で高産出の，つまり高

い競争力を持つ農業生産を達成したのである。この資本・教育・新技術の投入

によって，農業と他の産業，つまり製造業・サービス業との密接なそして良好

な相互補完関係が形成されたのである。

これを雇用の面からみると，確かに農業の直接の就労人口3%というのは非

常に少ないが，農業は製造業・サービス業と密接に関連しているため，農業関

連産業，例えば食品加工業，農業機械および農業薬品メーカーを含めると，全

雇用の 6~ぎから 8 必近くにまでものぼるのである。 ζれら 6～ 8%の雇用が一

体となってアメリカの農業生産の競争力を高めているのである。

ζのような他産業との相互補完関係は製造業とサービス業の間でも確認され

る。サーピス業の中には特定の製造業と結び付くととにより存在するものも多

く，製造業の場合も逆に特定のサービス業とリンクしないと存在できないもの

もある。製造業における直接の就労人口は現在約2,100万人であるが，その総

就業人口にしめる比率は現在20%程度までに落ち込んでいる。一概にはいえな

いが，サービス業の50鋭から75労に相当する4,000万人ないし6,000万人のサー

ビス産業従事者は直接的に製造業に結び付いた仕事をしている。たとえば設計

エンジニアリング，工場や機域のメンテナンス，従業員などの訓練・教育を行

う機関，研究所，産業廃棄物処理，製造業に関連する財務・保険業，運輸業，

コミュニケーション等数多くのサービス業が製造業と密接に関連している。

このように製造業はかなりの程度サービス業と密接な関連を持ちながら活動

を行っているにもかかわらず，アメリカの製造業部門は空洞化し，競争力を低

下させている。また逆に，アメリカ産業は伝統的に強い製品技術を持ちながら

もω，アメリカ産業全体の競争力を強化し得ていない。この様な現象は何故発

生するのか。コーエンージスマンはその原因として，国際的な競争環境が変化

した乙と，つまり，技術上の格差を基礎にした最先端部門における競争から，
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在来産業部門，例えば耐久消費財産業における製造部面（製品・生産工程にお

ける技術革新〉での競争へ変化した乙ととω，とのような競争環境の変化に対

して柔軟にハイテクを競争的生産に利用しきっていないととをあげる。 ME技

術・テレコミュニケーション技術といったハイテク部門がもっ競争的製造能力

の可能性を認識せず，その特性を活かしきっていないのであるω。

アメリカの伝統的産業，例えば繊維，鉄鋼，テレビ，自動車などは，従来，

広大な圏内市場と技術革新による競争優位によって，他国との競争から守られ

てきた。しかし，世界的な貿易構造の変化により，伝統的産業は純輸出から純

輸入の立場に転落した。各国の経済的な相互依存度が高まり国際競争の局面が

最先端の部門から伝統的な部門まで拡大してきているのである。乙の中枢産業

の競争力の低下は技術上の発展の立ち後れと結び付いているo コーエンージス

マンは次のように述べるo 「2つの力一一市場の変化と技術進歩一ーは相互に

関連している。それらは相互に関連し混ざり合っている。競争は技術開発，そ

の拡散率を高め，そして一一重要なととだが一一それらの技術の利用方法を高

める。また，これらの技術の活用は世界経済を通じて新しい競争戦略の主要な

構成要素となる。そのため，今日，アメリカの領域に参入しつつある日本企業，

あるいは， 60年前にイギリスの領域に参入したドイツ企業であろうと，新しい

生産者は既存の生産者に何をどの様に生産するかを再考させる。」ω

コーエンージスマンは国際的な競争部面の変化に対して競争的生産を可能に

するような生産要素の効率的な活用，すなわち効率的な産業間移転が生じてい

ないととを指摘しているのであるo 日本の場合は乙のととが次のようにうまく

機能した。「日本の企業や，通産省などでの政策形成が， ME技術・テレコミ

ュニケーション技術の重要性を適切に認識し，その新しい技術を既存の工業に

素早く普及させるようにその方策に迅速に着手したのである。」ω 不適当な政

策の追求や非効率な方法の利用によってより多くの資源が浪費されるととにな

り，その結果，保有していた競争力は新たな技術革新からの利益をあまり享受

できず，技術革新の浸透に成功した日本のような相手との競争に負けるのであ

るo コーエン田ジスマンは，「もはや日の出産業も斡陽産業もその区別はない。

あるのは新技術の中に潜む製品と生産工程の新しい可能性をうまく一体化する
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産業・企業と，そうしないものとの区別のみである」ω と述べる。また，大統

領産業競争力委員会も「競争力は単に“ベーシック”であるとか“ハイテク”

であるとかいう基準で区別されるものではない。ハイテクもベーシックも生産

諸要素をより生産的に利用できるならば競争的であるといえようJ(12）と述べ

る。

さらに，投入財を生産する部門はいわゆるハイテク部門であり，前述のよう

に製造部門への活用など経済的な波及効果も大きいし，将来的には大きく成長

するととが予想され，ハイテク分野で得られた知識が他の分野に波及し，経済

全体としての技術水準を引き上げるという効果も併せもっているととも指摘さ

れる。日本や ANIEsによって，比較優位が生産要素の蓄積を促す適切で迅速

な政策によって作り出されるものであるととが明らかにされたため，政府は競

争力強化のため，産業政策を貿易政策と深く結び付け，将来性のあるハイテク

産業の育成を図る十分な誘引をもつことになる。

注

(1) Daniel Bell The Coming of Post-Industrial Socieか1973Basic Books. 

(2) Colin Clark 『経済進歩の諸条件」大JIJ一司他訳到草書房 1953-55年
(3) Office of the U. S. Trade Representative, Annual Repoγt of the Presidents of 

the United States on the Trade Agreements Progγam, 1984-85 p. 43. 

(4) S. S. Cohen, J. Zysman M即日ifacturingMatters 1987 Basic Books p. 201. 

(5) Manu acturing Matters p. 7. 

(6) The Report of the President’s Commission on Industrial Competitiveness 

Global Competition The New Reality 1985 January vol. 2 p. 48. 

(7) Manufacturing Matters pp. 114-119. 

(8）前掲 pp.170-177. 

(9）前掲 p.81. 

no) C. Freeman 「技術政策と経済ノfフォーマンス一一日本の教訓卜ー」大野喜久之輔
訳晃洋書房 1989年 p.5. 

凶 ManufacturingMatters p. 119 

n2l Global Competition The New Reality p. 6. 

3. 技術外部性の存在と製造部門の重要性

製造部門における競争力の重要性は，開発された技術になんらかの外部経済
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が存在する場合にも指摘される。製造部門と技術革新の関連性をあまり認識し

ない場合，技術革新からの利益は革新者よりも模倣者・追随者の手lとより多く

配分されるととがあるからである。

技術革新と製造部門は競争力上重要であるととが経営の面からも指摘されて

いる。自らが保有する優位性を静態的に最適化することよりも，積極的に技術

革新を行い新たな優位性を創造することが重要であるとの認識が広まってきた

のである。アメリカ企業は，第二次世界対戦以降，きわめて優位にあった競争

力が日本ゃ ANIEsによって脅かされた。その結果それらの国々の企業が行っ

てきた新技術による比較優位の創造過程に注目するととになったのである。

アパナシーは，アメリカ企業の競争力の低下を生産面を含む経営上の問題と

しで把握した。彼は，著書“生産性ジレンマヘ“イン夕、、ストリアJレ ルネサ

ンス”の中で，国際競争における製造工程の重要性や，生産管理，生産組織，

生産システムといった経営上のソフトウェアの重要性を指摘した。

アメリカ製造業の競争力の主要因は「マクロ要因」（財政金融政策や課税優

遇措置といった広範な経済運営に関するもの〉と「ミクロ要因JC個別の企業

経営に関するもの）の2つに大別され， これらはさらに「ソフトウェア」（人

事管理，組織機構，企業戦略〉 と「ハードウェア」（生産設備，建物，機械）

の2つに区分される。（表1)

表1製造業競争力の主要因

マ ク ロ 、、、 ク ロ

ハードウェア I. 政府の財政金融政策 II. 生産設備能力

税 制 工 場

資本市場 機 械

貯 蓄

ソフトウェア ill. 社会経済環境 IV. 企業経営

労働貌理 組 織

規 借l 管 理

教 育 生産システム

アメリカ企業の競争力再生のためには，このN分野とそが肝要なのである。
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「アメリカ企業が直面している困難の原因は経済情勢や不公正な貿易慣行では

なし製造業に携わるものがよりよい製品をつくろうとする意欲を失ったとと

84 第究論済経102-

自らの製

品の厳格で分析的な財務管理のもとでのマーケティングばかりを念頭におき，

そればかりに傾注してしまったのであるω。そのため経営は生産現場とは無縁

にある。」ω つまりアメリカ企業は経営において重要なものとして，

マーケティングや財務の手腕ではなく生産技術こそが，競争に打ち勝になり，

つための本当の優位性をもたらすものだという認識を喪失してしまったω

アメリカこの見解はアパナシーの仮説と呼ばれるものである。乙の仮説は，

産業の表退は自然的な成熟の当然の帰結であり，避けることができないとする

産業の成熟化を唱次のように疑問を投げかけるζとになる。見解c4>lと対し，

工業製品のたどる一生を唯一のライフサイクルとみて，発展からえる見解は，

アパナシーはこの見衰退への不可逆的・必然的過程として据えるのであるが，

解に対して，生産ユニットのライフサイクJレの存在を提示する。生産ユニット

乙の両者のライフサイク jレが存在する ζとが提は製品と生産工程の組合せで，

示されるのである。製品が商品化されて市場にでる各段階で流動的な生産ユニ

乙の生産ユニットの変化は製品ットから安定的な生産ユニットへと変化する。

の発展段階と生産工程の発展段階の調和の結果生じる変化である。（図 1)

技術的発展段階と製品・工程の革新

工程草新

図1

主
要
な
革
新
の
比
率

硬直的流動的

出所： TheProductivity Dilemma p. 72 

その製品のデザ、イン自体がまだ流動的であ

り，支配的なデザ、インを確立すべく様々な製品の改良がほどζされる。その場

製品が市場に導入される初期は，
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合，生産工程は，製品のイノベーションに従属的に改良されるo一端，支配的

デザインが確立されると，製品から生産工程へ改良の焦点が移行する。乙の改

良は，規模の経済の追求という形でなされ，その意味での生産工程の重要性が

高まっていく。製品のライフサイクルだけでなく，生産工程のライフサイクル

も存在しており，「競争を勝ち抜くためには，製造活動は製品の発展段階と製

造工程の発展段階をうまく調和させなくてはならない」∞のである。

しかし，アメリカ企業は規模の経済を追求するあまり，製品の標準化と生産

の合理化の双方を強力に推進するという一点に努力を集中させてきた。つま

り，製品と生産工程の組合せである生産ユニットを急速に標準化させる乙とに

集中するのであるo との生産ユニットの固定化＝標準化への動きは，その過程

が一方向へしか進まないという前提のもとになされるため，競争力を強化する

ような生産ユニットの革新の可能性は，それが一端固定化されると，経営上で

は認識されなくなる。広告などのマーケティングが重要な経営戦略となり，製

造部門自体への革新の努力は薄らぐ。乙の様に草新による競争も次第に鎮静化

し，競争的性格は失われていく。とれに対して，アパナシーは「脱成熟化」の

必要性をとく。「脱成熟化への動き，すなわち生産ユニットからの標準化から

遠ざかる動きによって，市場に提供される製品技術の多様化が促進され，同時

に，そうした製品技術の競争土の重要性が高まる乙とになる。イノベーション

の焦点が既存のコンセプトの改善からそのコンセプト自体を破壊するような変

革に移って行くと，イノベーションは再び価値を持つようになる。」ω

通常生産ユニットは自然的な過程として成熟化へ向かっていく。またその成

熟化は従来必然的な過程であり，不可逆的な過程だとされてきた。しかしアパ

ナシーは生産ユニットライフサイクノレの不可逆性は誤りだとして，その可逆性

を主張する。アメリカ企業は，競争力獲得のために，積極的にこの「脱成熟化J

＝生産ユニットのライフサイクJレを逆行させることが必要なのであるoそのた

めには，企業経営，組織，管理，硬直的な生産システムといった，生産ユニッ

トを固定化させ，したがって競争条件の急激な変化（例えば画期的イノベーシ

ョンの出現〉にうまく対応できないものでなく，自ら技術上の変化をおこし，

また様々な環境の変化に柔軟に対応できる経営上の能力を獲得せねばならない
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だろう。この様な積極的，柔軟的かっ革新的な経営の問題についてウィーjレラ

イトは次のように述べる∞。

ウィ－Jレライトも，製造の機能，役割，そしてその実行方法についての経営
の考え方が，アメリカ企業にとって問題であるととを指摘する。アメリカ企業

の競争力の回復には，経営上の理念，展望，そしてアプローチにおける基本的

な変化が必要であるとしている。アメリカ企業の伝統的な経営の考え方は，静

態的最適化として特徴づけられ，経営は労働者が仕事を遂行するのにペストの

方法を決定するという，テーラー主義（科学的管理法） ICJレーツを持つ。静態

的最適化手法は労働者の監視と調整に大きい資源投下を要求し，また監視と調

整は，環境が安定して予測可能で，経営に対するトップダウンアプローチが最

もうまく機能する場合に，蔵密iとなされる。ウィーJレライトは，この静態的最

適化のアプローチには労働者のモチベーションとイニシアティブにおける低

下，覚醒，疎外という限界が存在するととを指摘する。

また，伝統的ジステムにおいては， R&Dと生産工程開発との聞に人為的区

分がなされた。との結果， R&D部門から製造部門へ継起的lと，そして，ほと

図2 伝統的な製品開発／製造の関係

計画上の退出

号室1!1たり）

時間
実際の退出

時間

出所：「アメリカ製造業の競争優位の回復」『革新への挑戦Jp. 107 
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んど意思の疎通がない形で，新たに開発された製品技術の一方的な伝達がなさ

れ，製造部門は自らとの製品設計をどの様に扱うべきか判断せねばならないよ

うになった。とのことは R&D部門にくらべて製造部門及び生産技術開発部

門は経営上二次的な重要性，つまり競争力上あまり意味を持たない事後的思考

しか与えられないととを意味するのであるo工程技術が開発されるとしても，

新製品機会を予想してのものでなく，市場にみあうだけの低コスト生産のため

であるか，あるいは，新製品の製品特徴によるものかのどちらかである。その

結果，工程開発は通常，組織の外部である設備供給者に委ねられ，新製品開発

者は製造工程からの価値を自ら放棄してしまうのであるo さらに，新製品は製

造可能性をあまり考慮して開発されないため，再三，製造工程の再設計が必要

となり，開発から生産までのタイムラグやコストの増加が問題となる（図2）。

乙の様に技術に関して静態的最適化の考えを持つ企業では，製造工程は二次的

な重要性しか与えられないために，こうした企業は設備をうまく利用するため

に必要な組織の能力を全く考慮せずに，他社から設備を購入するととになるo

さらに，最新の製造技術ばかりを追いつづけ，最も望ましい技術にたいする組

織的な熟練を体系的に開発・進展・構築しようとはしなくなるのであるo

以上の静態的最適化の経営手法に対して，ウィーノレライトは製造のための異

なった戦略的ビジョンを提示する。とれは動態的進化と呼ばれ，労働者の問題

解決能力および熟練を築くための労働者の自律性とその積極的な関与を必要と

し，また，高水準のモチベーションの形成や労働者と経営者との聞の目標の一

致を得るためのコーポレート・カルチャーを必要とするo との動態的進化的思

考では，製品開発・製造といった一連の連続した手続きが，ひとつのチーム作

業として行われる。なぜなら工程技術開発は単に生産設備のみでなく，システ

ム・人間・設備，そして組織の生産能力のあらゆる側面を含むからであるo と

れはまた，製造工程イノベーションに関してハードウェアを越えたすぐれた成

果，具体的には新製品・新工程導入のタイミングの改善や品質の向上，そして

生産コストの削減を含むようになる。なかでもオートメーションの利用に関し

て，動態的進化思考は静態的最適化に比べて，大きなプラス要因をもたらす。

オートメーションは，ここでは単にコスト削減のためではなく，製品向上のた
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めの源泉と考えられるのである。

新製品開発・製造工程開発・生産性といった問題は，それらの改善のために

は様々な階層における様々な職能を含んだ形で活動がなされる。動態的進化説

では，組織のいろんな階層で職能を横断して行われる水平的作業がなされるの

である。一つの職能（一般的にはマーケティングや R&D部門）が突出し，

競争優位に支配的役割を持つという静態的最適化とは異なり，全ての職能がチ

ームとして競争優位に貢献するような組織，つまり職能資源の有効な利用やそ

のよりよい組合せ，統合を可能にするような組織を動態的進化はもたらすので

ある。

以上の見解に対する評価は様々であろうが，彼らの見解の重要な点は，次の

点である。アメリカの労働コストの上昇がアメリカの製造業の競争力低下の主

な原因ではなく，むしろ製造の機能，役割，そしてその実行方法についての経

営の考え方がアメリカ製造業の競争力の世界的な低下に対する重要な説明要因

だというととである。競争力を回復するには製造面に対する理念，展望，そし

てアプローチに対する基本的な変化が重要であることを主張するのである。特

lζ重要な点はアメリカの企業が生産部面での競争の重要性に注目し始めた点に

ある。

ティースは技術革新をおとした企業がなぜ技術革新から独占的利益を得ると

とができないことが多いのか，そして一方，顧客・模倣者，そして他産業の企

業が技術革新から生じる競争力を獲得し利益を得るのかという問題∞から，

草新からの利益および競争力獲得のための製造部面の重要性を指摘する。

技術革新からの利益を確保する場合，まず，開発された技術の性質とその法

的な保護制度が重要な条件となる。開発された技術の性質は，製品に関するも

の，工程に関するもの，暗黙の知識，コード化された知識の4つに大まかに分

類される。通常，法的保護制度，とりわけ特許は，製品，その中でも比較的単

純なメカニカJレな発明に対してはかなりの保護を与えるが，工程lζ関するもの

の場合，ほとんど機能しない。またコード化された知識は，暗黙の知識に比べ

て伝達が容易で，保護しにくくなる。技術の性質とその専有制度を総合的にみ

た場合，通常，専有制度が非常に弱い場合が多いω
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ともあれひとたび技術革新の支配的デザインが確立されると，次に補完資産

へのアクセスの問題に直面するo技術革新を商業的に成功させるには，新しく

開発された技術が製造・マーケティング・アフターサービス，およびその他の

技術といったサービスとの関連で応用される乙とがほとんどの場合必要で，乙

れらのサービスは，多くはその技術革新にあわせて専門化した補完資産から得

られる（図3）。

図3 イノベーションを商業化するために必要な補完資産

出所：「技術イノベーションからの利益」「革新への挑戦Jp. 235 

とりわけその補完資産が技術革新にとって特殊なものである場合， （乙乙で

は特殊資産・相互特殊資産と呼ばれる〉重要であるω 。技術革新から価値を

獲得するためには，革新者は補完資産に関する競争的能力を持つ必要があるo

なぜなら，もし補完資産へのアクセスに関して追随者が革新者よりもよい位置

を占めていると，追随者かあるいは模倣者，またジョイントベンチャーを行う

相互特殊資産の所有者が，革新者を凌ぐ可能性が高くなる。

とのことは，技術革新を補完するととの重要性を示しており，製造部門が重

要となる理由でもある。知的財産の専有制度が弱く，技術革新が専門的熟練や

専門的生産設備を必要とするなら，草新者はおそらく製造を下請けさせること
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はできないだろうし， もしそうしたならば競争に勝つことも期待できなくな

る。もしやむを得ず補完資産を自ら統合できない場合，製造の熟練技術は革新

者ではなく追随者の干に蓄積するととになる。との場合革新者は，競争的製造

へのアクセスに関してよい位置にいる模倣者あるいは下請けによる競争的脅威

にさらされるのである。

以上の問題は，サービス産業論，そのなかでも，技術革新に特イじするととで，

競争力が保持される，あるいば比較優位が技術革新にあると考える国々，とり

わけアメリカに重大な意味を持ってくる。知的財産保護が弱く，技術移転のコ

ストが低いために，技術革新の成果は後発国側に与えられるととが多くなって

おり，優位にある技術革新から価値を引き出すには製造のような主要な補完資

産において競争能力を持つことが必要となる。したがって，技術開発者に対し

て研究開発を行うだけの十分な誘引を与えること，たとえば競争的生産能力を

確保するための補助金の拠出や競争力生産能力の保護育成といった産業政策が

とられる必要性が生じるのである。

注

(1) W. J. Abernathy, K. B. Clark, and A. M. Kantrow「インダストリアルルネサン

ス』望月嘉幸訳 1984年 p.15. 

(2) R.H. Hays, W. J. Abernathy Managing Ouγ 陥 yto &anomic Decline Harvard 

Business Review (July-August) 1980 pp. 67-77. 

(3）インダストリアルルネサンス p.20. 

(4) 乙の見解は「成熟の当然の帰結説Jと呼ばれる。（前掲 p.34）また乙の見解とは

別に「一時的逆境説」（前掲 p.36）が挙げられる。アメリカ産業の競争力の低下は

一時的な現象，例えば過剰設備の存在のためであり，時間的な経過とともに競争力は

回復すると指摘される。乙の両者はいずれも製造業のテクノロジーが既に失われた安

定性を今なお保持しているという前提にたっている。

(5) 前掲 p.39 ; W. J. Abernathy The ProductiviかDilemmaJohns Hopkins Univ 

Press 1978 pp. 68-85. 

（日）前掲 p.57. 

(7) S. C. Wheelwright「アメリカ製造業の競争優位の回復jD. J. Teece編著「革新

への挑戦』石井淳蔵他訳 1988年白桃書房 pp.101-121. 

(8) D. J. Teece「技術革新からの利益」 D.J. Teece編著『革新への挑戦J石井淳蔵
他訳 1988年白桃書房 pp.227-268. 

kyudaitosho_enkaku65
ノート注釈
kyudaitosho_enkaku65 : None

kyudaitosho_enkaku65
ノート注釈
kyudaitosho_enkaku65 : MigrationNone

kyudaitosho_enkaku65
ノート注釈
kyudaitosho_enkaku65 : Unmarked



アメリカの国際競争力強化政策の比較検討 -109-

(9) D. J. Teece The Market for昂iow-Howand the Efficient International Transfer 

of Technology Annals of the American Academy of Political and Social Scienc 

458 (November) pp. 81-96. 

0.0) 「技術革新からの利益Jp. 236. 

4. 競争力低下のマクロ経済的要因

アメリカの輸出競争力の低下はマクロ経済的な側面が原因であるという見解

がある。不当に高く評価されたドノレ，高い賃金率，及び資本コストなどが，ア

メリカの輸出競争力を喪失させた原因となるのである。とれらの現象が生じた

背景に関しては様々な意見があるが，乙こではアメリカ産業自体が競争力を失

ったのではなく，財政金融上の問題によって生じたものと考えられるo アメリ

カの産業は技術上の優位も競争的な経営能力も世界的なレベノレで維持してお

り，ただマクロ的な要因がアメリカ産業の競争力を低下させていると指摘する

のである。

リプシーークラピスは，アメリカから輸出する企業の世界製造業輪出シェア

とアメリカ多国籍企業が行う輸出のそれがかなり異なるととを指摘するω。ア

メリカ非多国籍企業のシェアは1950年代から1970年代半ばにかけて傾向的低下

を示すが，アメリカ多国籍企業のシェアは低下せず，逆に少し増加しさえした

（表2）。乙のアメリカ非多国籍企業とアメリカ多国籍企業との聞の輸出シェア

傾向の事離をもう少し具体的にみていくことにするo

製造業製品のアメリカからの輸出は1950年代から1970年代半ばにかけて傾向

的に低下した。 1976一78年にかけて最も低い値を示したが，その後は幾分上昇

している。 1977-82年にかけては，低下傾向に歯止めがかかっているように見

えたが，それは一時的なものかも知れない。との時期にドル安が急速に進んだ

からである。乙れに対してアメリカ多国籍企業のシェア動向は次のようにな

るo多国籍企業の親会社と過半数所有海外子会社（以下， MOFAs）を合計し

たシェアの動向は非常に安定的であるo アメリカ多国籍企業親会社のシェア動

向は，アメリカ非多国籍企業の場合ほどではないが低下傾向にある。しかし，

MOFAsの輸出シェア動向は，大幅な上昇傾向にある。

以上のようにアメリカ多国籍企業親会社と MOFAsのシェア合計は1966年
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表2世界製造業製品輸出にお［jQアメリカ，アメリカ企業，アメリカ
多国籍企業のシェア

1966 

Comparable to 

Later 

旦旦 .!.Wy銭箆並立通鐙旦鐙
Exports from the U. S. 

1. %。fWorld Exports 21.3 16.4 17.5 13.3 14.3 13.9 

2. %。fDeveloped-Country Expo巾 25.7 18.7 19.4 15.1 16.5 16.2 

Exl!Qrts by U. S. Firms incl MaiQ!:fu:-Owned Affilia倫

3. %。fWorld Exports 25.8 23.0 24.3 20.9 21.4 21.5 

4. %。fI〕eveloped-CountryExports 30.9 25.8 26.3 22.9 23.5 23.8 

EXJ:!Orts bi u. s. Firms』inclAll Affiliat田
5. % of World Exports NA 23.9 25.2 22.4 

6. % of Developed-Country Expo巾 NA 26.8 27.2 24.2 

ExJ:!O此sby U. S. Multinational Ente!J!ri蹄

incl. Majority心wnedAffilia陶

7. % of World Exports NA 17.4 17.7 17.6 17.7 17.7 
8. %。fDeveloped-Country Exports NA 19.4 19.1 19.1 19.3 19.4 

Ex.Qorts by U. S. Multina世onalEn包'!P_riseS.incl Al] Aff出at田

9. % of World Exports NA 17.8 18.1 18.8 

10. %。fDeveloped-Country Exports NA 19.8 19.4 20.1 

Ex.Qorts by U. S. Mi凶出ationals(Paren旬） fro皿 theU.自

11. % of World Expo市 NA 10.8 11.0 9.2 9.5 9.1 

12. % of Developed-Country Exports NA 12.3 12.1 10.5 10.9 10.6 
13. %。fU. S. Exports NA 65.9 62.7 69.4 66.2 65.2 

EXJ:!Orts by U. S. MaioritY::Owned Af組・at偲

14. % of World Exports other than U. S. 5.8 7.9 8.2 9.7 9.7 10.0 
15. %。fDeveloped-Country E宜野Ortsoth町 thanU. S. 6.6 8.7 8.7 10.2 10.0 10.5 
16. % of Developing-Country Expo巾 2.8 3.6 4.8 6.5 7.7 7.4 

17. % of U. S. Multinational Enterpri鵠 Expo比呂 NA 38.1 47.7 46.7 48.7 
18. %。fU. S. Firms’Expor匂 17.6 28.9 27.8 40.0 38.7 40.2 

Ex.Qorts by All U. S. Affiliates 

19. % of World Exports other than U. S. NA 9.0 9.3 11.4 
20. % of Developed Country Exp.位田ptU.S. NA 9.9 9.8 11.8 

21. %。fDeveloped Country Exports NA 4.2 5.6 8.9 

22. % of U. S. Multinational Enterpri田 Expo此S NA 42.4 42.4 52.4 

23. %ofU.S.F卸田’Expo此S NA 31.5 30.5 44.0 

出所：TheCompetitiveness and Comparative Advantage of U. S. Multinationals 1957-
1983 pp. 29 30 
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から77年にかけて相当に上昇したし，全てのアメリカ非多国籍企業による輸出

シェアに占める MOFAsのシェアも1955年から77年にかけて二倍以上になっ

た。 MOFAsのシェアは1977年から1982年にかけて急激に低下したが， 1984年

にはリカバーした。乙の期間のシェT低下はアメリカ多国籍企業によるアメリ

カでの生産が増加したことによるもので， 70年代末から80年代にかけてのドル

交換価値の低下を反映している。その後のリカバリーはドノレの上昇によるもの

であるo とれはアメリカ多国籍企業がよりハイコスト，あるいはコストが増加

しつつある生産拠点からより低コストの所へ生産をシフトさせるフレキシビリ

ティーを持っているととを意味する。

このような有利な環境への生産部門の移転といった直接投資現象の主要な説

明要因として企業特有の優位性が指摘されるo 乙れは内部化論として代表され

る多国籍企業論によって主張されているものであるo企業特有の優位性は，優

位性を持つ現地企業との競争の発生が考えられる進出先国での生産を可能にす

る競争力や優位の源泉となるものである。ダニングω によると， とれらの企

業特有の優位性は国よりもむしろ企業に属するもので，企業間ではなく，企業

内で国から国へと内部市場を通じて低コストで容易に移転されるものとされ

る。乙の企業特有の優位性は，それが海外へ移転されやすいものであれば，一

国全体の競争力や比較優位の基礎とはなりにくくなるのである。

貿易政策にとって，このことが意味するものは，企業の競争力や比較優位に

貢献するような諸要因は必ずしも，一国の競争力や比較優位に貢献するとは限

らないというととであるω。研究開発，あるいは経営や，技術的トレーニング

に対する補助は，世界市場における自国企業の競争力を高めるかも知れないが

その競争力は本国以外での生産に利用されるかも知れないのであるo との企業

特有の優位性の移転はプロダクトライフサイクルの短縮などにより急速に海外

へ移転される可能性が高くなってきているo リプシ一国クラピスは，アメリカ

にとって競争力上貢献しうる生産要素がアメリカ国内で標準化する前に世界市

場向けの生産のために移転される可能性を指摘する。アメリカ多国籍企業の過

半数所有子会社による発展途上国からの輸出は1960年代半ば以降増加してお

り，また過半数所有子会社の比較優位は進出先国現地企業の比較優位よりも本
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国の比較優位に類似する傾向にあるととが指摘されているω。とのことは本国

において技術上競争力がある部門も本国で生産することで輸出競争力を失う

ならば生産要素を企業内で移転することにより，生産を海外で競争的におこな

う可能性があるととを意味するのである。

約30年聞にわたる世界的な輸出市場におけるアメリカからの輸出シェアの低

下の原因は，競争相手国との比較の中で，アメリカからの輸出価格競争力にお

ける変動と考えられる〈ヘ生産・輸出拠点としてのアメリカの優位性に関する

説明の多くは，価格水準の決定要因の中にその解明の要素を求めている。少な

くともこれらは明らかに貨幣・財政，そして為替レートやインフレ率に影響を

与えるマクロ関連政策である。アメリカ産業の国際競争力を強化するためには

アメリカが競争的な生産を可能にするような生産拠点となりうるマクロ経済政

策が重要となるのである。

注

目） R. E. Lipsey, I. B. Kravis The Competitive Position of U.S. Manufacturing 

Firms NBER Working Paper No. 1557 1985. 

The Competitiveness and Comparative Advantage of U. S. Multinatio加 ls1957-

1983 NBER Working Paper No. 2051 1986. 

(2) J. H. Dunning Inte門wtionalProduction and the Multinational EnteゆriseGeorge 

Allen and Uniwin 1981. 

(3) The Competit加nessand Comparative Advantage of U. S. Multi：即 tionals1957-

1983 p. 3. 

(4) M. Blomstrom, I. B. Kravis, R. E. Lipsey Multinational Firms and Manufac-

tured hρorおfromDevelopi：噌 CountriesNBER Working Paper No. 2493. 

R. E. Lipsey, I. B. Kravis The Competitiveness and Comparative Advantage of 

U.S. Multinationals 1957-1983. 

(5) The Competitiveness and Comparative Advantage of U.S. Multinationals 1957-

1983 pp. 4-6. 

E おわりに

アメリカ産業の競争力低下の原因および競争力再生のためにとられるべき政
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策に関して異なる見解を見てきた。特に産業政策が重要視されてきていること

は貿易政策上大きな意味をもっているo とこで取り上げた産業政策は従来にな

いタイプの産業政策であり，現在の国際経済状況を変化を反映していると思わ

れるからである。

産業政策は基本的には，国家が特定の産業の保護育成を積極的に行うととを

意味する。産業政策は，衰退産業の保護のために用いられる場合もあれば，先

端技術分野での輸出産業育成の場合もあるo政府は，特定の産業や企業を選ん

で保護措置を講じて，比較優位を作り出し，国際競争力を強化するのである。

とのような国家による積極的な介入は今に始まったととではない。 19世紀後半

のドイツは積極的な介入により経済構造を変革し，国際競争力を高めたし，第

二次世界大戦以降，日本が産業政策をきわめて適切に遂行して，他の先進国を

上回るか，あるいはそれ以上に国際競争力を強化してきた。 ANIEs・ も同様に

産業政策で積極的に介入することで自らの競争力を高めつつあるo

このような日本，および ANIEsの産業政策が成功したことにより産業政策

のもつ意味合いが従来のものと変わりつつある。従来の産業政策が，外国から

脅威を受けている産業を保護し，輸入代替産業を育成することを目的としたの

に対し，新たな産業政策は，高付加価値を生み出す産業を中心に比較優位を作

り出し，競争力を強化して，輸出主導型の成長を促進することを目標としてい

る。先端技術を使って生産された製品の生産と輸出の両面で，競争相手に打ち

勝つため，産業構造や技術開発面でより有利な立場に立つようになるための産

業政策が重要視されτいるo 国際的な競争環境がきびしくなり，その結果他国
に対してより有利な立場に立てる技術開発が重要になったこと，そして貿易パ

ターンの重要な決定要因である比較優位が日本の場合のように政策によって左

右できるという認識が高まったことから，技術開発に対する積極的な介入が生

じている。

乙のような流れの中で産業政策と貿易政策が深く結び付くようになった。貿

易政策と産業政策は，一定の産業構造を生み出すために積極的に活用され，政

府は在来の雇用吸収力の高い伝統的な産業を保護すると同時に産業聞に外部効

果および波及効果をもっ将来性のある先端技術産業の育成を図るようになって
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きている。たとえばある分野で得られた知識が他の分野に波及し，経済全体と

しての技術水準を引き上げるととになるため政府は国際競争力上重要な産業を

保護育成することになる。

乙の見解のもつ意味は重要である。との見解の背景には比較優位に対する考

え方の変化がある。生産要素の蓄積，技術革新，そして直接投資や技術移転を

通じた生産要素の移転により，従来固定的であると考えられていた比較優位の

概念は変化せざるを得なくなったのである。貿易が従来の比較優位概念で決定

されるものではなくなってきたのである。もちろん長期的にみれば優位にある

技術は伝播し固定的な比較優位概念が有効になるとともあるが，少なくとも短

期的には産業政策などの政府の積極的な介入政策によって比較優位は左右され

るという考え方を考慮せざるを得なくなってきていることがわかる。

とのような動きに対してマクロ経済政策を重視する論者達は基本的な生産要

素の蓄積を促し，個別的な産業の動きは市場の機能に委ねようとしている。マ

クロ政策は，全体のレベJレで市場機能を効率化し，生産要素の蓄積を促す政策

といえる。産業政策の重要性が高まったからといって，マクロ経済政策の貿易

に与える影響力が弱まっているとは考えにくし、。固定相場制から変動相場制へ

移行し，各国の政策の対外的影響は減少すると思われたが，実際はその逆であ

ったし，レーガン政権時代に生じたドル価値の変動が貿易に与えた影響がきわ

めて大きなものであったととからも，財政金融政策が貿易関係に大きな影響を

与えている ζとは明白である。

マクロ経済政策を指向する論者達ば，貿易は基本的に生産要素の相対的な賦

存量によって決定される，すなわち比較優位によって自動的に決定されるもの

と考えている。通貨価値，労働及び資本のコストといった生産要素の状況によ

って効率的に生産できるものが決定されるのである。

以上，産業政策論者の見解とマクロ政策論者の見解を比較検討してきたが，

この両者の見解の対立は現代の貿易構造と捉え方の違いに起因しているように

思われる。どちらの把握の仕方が正しいかを判断することは非常に国難である

が，第二次世界大戦以降，貿易理論の変遷をたどってみると比較優位で説明で

きる部分はかなり縮小しているように思われる。
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